





















 1-1. ｢一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行｣の意味するもの 
 1-2. ｢一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行｣の位置づけ 
2. 情報開示の改正点 
 2-1. 株主資本等変動計算書の役割 
 2-2. 株主資本等変動計算書の雛型 
3. 株主資本等変動計算書の事例研究 
4. 株主資本等変動計算書に関する意識調査 
 4-1. 株主資本等変動計算書の有益性分析 
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弥永［2007］：弥永真生、『リーガルマインド 会社法 第 11 版』有斐閣。 
弥永［2006］：弥永真生、『会社計算規則集』中央経済社。 
手塚=稲見=西村［2007］：手塚仙夫=稲見誠一=西村美智子『「純資産の部」の会計と税務』、清文社。 
相澤=岩崎［2005］: 相澤哲=岩崎友彦｢株式会社の計算等｣『商事法務』1746 号 商事法務研究会。 
相澤=郡谷=和久［2006］: 相澤哲=郡谷大輔=和久友子｢会計帳簿｣『商事法務』1764 号 商事法務研究会。 
企業会計基準第６号：『株主資本等変動計算書に関する会計基準１』。 
芝浦［2007a］：芝浦メカトロニクス株式会社 『会社案内』。 



























1.会社の種類 2.貸借対照表の変更 3.損益計算書の変更 4.株主資本等変動計算書 5.個別注記表
190社 0社(0.0%) 7社(3.7%) 3社(1.6%) 61社(32.1%) 97社(51.1%)
6.附属明細書の変更 7.連結計算書類の変更8.事業報告 9.臨時計算書類 10.監査制度の変更
8社(4.2%) 12社(6.3%) 88社(46.3%) 0社(0.0%) 4社(2.1%)
【問6】会社法の成立により、情報提供機能が拡充したことによる財務内容の透明性の高まりについてどのようにお考えですか。
1. 評価する　　2. 概ね評価する　　3. あまり評価しない　　4. 評価しない
選択肢
1.評価する 2.概ね評価する 3.あまり評価しない 4.評価しない




3. その他(                                                                                                    )
選択肢
1.概観性の喪失 2.不都合がない 3その他
218社 50社(22.9%) 153社(70.2%) 15社(6.9%)
【問11】 「利益処分計算書」に代わるものとしての「株主資本等変動計算書」の有益性について、どのようにお考えですか。
1. 有益である  　2. 概ね有益である  　3. あまり有益でない  　4. 有益でない
選択肢
1.有益である 2.概ね有益である 3.あまり有益でない 4.有益でない
221社 51社(23.1%) 126社(57.0%) 40社(18.1%) 4社(1.8%)
回答会社数 
回答会社数 
回答会社数 
回答会社数 
